
 

- 1 - 
 

2026 年 4 月 30 日  
 

第 183 回 県内企業・業況調査結果 
株式会社  鹿 児 島 銀 行 
株式会社  九 州 経 済 研 究 所 

 
[  調 査 要 領  ]  

対 象 期 間  
 
調 査 時 期  
調 査 方 法  
対 象 企 業  
回 答 企 業 数  
特 別 質 問 項 目  

 
2026 年 1～ 3 月期 実績見込み  
2026 年 4～ 6 月期 見通し  
2026 年 3 月下旬  
インターネット及 び郵送  
県内主要企業  500 社   
305 社（回答率  61.0％）  
賃金改定計画につ いて  
AI の活用について  

用  語  今  期 ＝ 2 0 2 6 年 1～ 3 月 期   来  期 ＝ 2 0 2 6 年 4～ 6 月 期  
 前  期 ＝ 2 0 2 5 年 10～ 1 2 月 期  前年同期＝ 2 0 2 5 年 1～ 3 月 期  
  D.I .   ＝「 良い」 －「 悪い」 、 「 増 加」 －「 減 少」 、 いずれも 回 答 企 業 割 合  

「 調査 結 果 のポイ ント 」  
・業況 D.I .…今期 ▲14。前期（ ▲11） から 3 ポイント減 とやや 悪 化。  
      来期 ▲15。今期から 1 ポ イント減とほ ぼ 横 ばい の見込み。  
 
・販売価格 D.I .…今期 44。前期（ 41）から 3 ポイント 増とやや 上 昇 。  
        来期 43。今期から 1 ポイント減とほぼ横 ばい の見込み。  
 
・仕入価格 D.I .…今期 74。前期（ 67）から 7 ポイント 増と 上 昇 。  
        来期 77。今期から 3 ポイント増とやや上 昇 の見 込み。  
 
・雇用人員 D.I .…今期▲ 49。前 期（ ▲ 48）から 1 ポイ ント減とほぼ 横 ばい。  
        来期▲ 48。今 期か ら 1 ポイント増とほ ぼ 横ばい の見込み。  
 
・経営上の問題点 … 

「原材料 (仕入品 )価 格高」が 62％（前 期 52％）で最も多 く、これに「人手 不

足・求人難」の 57％（同 56％）、「人 件費等各種経費高 」の 43％（同 42％ ）

が続いた。  
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● 賃 金 改 定 計 画に ついて 

・賃金改定を「 実施 予定」と回答し た企 業は 79％で、 2003 年の調査開始以来

最も多かった。  
・賃金の引き 上げ方 法をみると、「定期 昇給」を選 択した企 業の割合が 75％と

最多だったが、前 年（ 79％）から 4 ポイント減少した 。一方、「ベースア ッ

プ」は 56％で前年 （ 51％）から 5 ポ イント増加した。  
● 新 入 社 員 の 初 任 給 改 定 計 画 に ついて 

・全産業の D.I .は高校卒が 47（前年 43）で前年から 4 ポイント増、短大 卒・

専修学校卒は 42（ 同 38）で前年 から 4 ポイント増、大 学 卒・大学院卒が 42
（同 40）で前年か ら 2 ポイント増と なった。  

● AI の 活 用 状 況に ついて  
・業務における AI の活用に関する方 針を立てているか 尋ねたところ、「 方 針

は決めていない 」が 48.7％と最も多 かった。今後 の業務 への AI の活用につ

いては、「積極的 に 活用していく」と の回答が 25％とな った。  
・ 今 後 の AI 活 用 に よ る 効 果 や 影 響 は 、「 業 務 効 率 化 や 人 手 不 足 の 解 消 」 が

78.4％ と 最 も 多 く、「 デ ー タ 分 析 の高度 化 」（ 61.7％ ）、「リ ス ク 管 理 の 強化 」

（ 23.4％ ）、「 不 適切 な 内 容 や 偏 見が生 成 さ れ る リ スク 」（ 15.6％ ） の 順 とな

った。  

 

１ ． 今 期の 業 況  ～ や や 悪 化  
今 期 の 業 況 D.I .は ▲14 で、前期（ ▲11）から 3 ポイント減 とやや悪化した（図

表 1）。 人手不 足の 傾向は依 然根強 く 、人件費 上昇が 負 担になっ ている こ とに加

え、中東情勢の悪 化 に伴いエネルギー 価格を中心とした 物価上昇の懸念が 高まっ

たことから企業の 業況感は下向いた 。  
業況 D.I .を業種別（大分類）で みると 、製造業（前 期▲ 27→ 今期▲ 21）が 6 ポ

イント増と改善し 、建設業（同▲ 4→ ▲ 2）、小売業（ 同 ▲ 16→▲ 14）がと もに 2
ポイント増とやや 改善、卸売業（▲ 20→▲ 19） は 1 ポ イント増とほぼ横 ばいだ

った。一方、その 他産業（同 2→▲ 12）は 14 ポイント減 と大幅に悪化した （図

表 1）。  
業種別（中分類）で みると、製造業の電 機・電子（ 同▲ 14→ 17）が大幅に改 善

してプラス圏に転 じたほか、繊 維（同 ▲ 100→ 0）、紙・パ ルプ（同▲ 100→ 0）、建

設業の総合建設（同 ▲ 12→ 0）、卸売業 のその他卸売（同▲ 43→▲ 15）、小売 業 の

百貨店・スーパ ー（ 同▲ 22→ 0）が大幅 に改善した。一 方、その他産業の外食（ 同

15→▲ 40）、旅館・ ホテル（同 12→▲ 7）は大幅に悪化し てマイナス圏に転 じ、

製造業の木材（同 ▲ 50→▲ 75）、建設業 の建築（同▲ 12→▲ 26）、卸売業の 食料 品

（同 0→▲ 15）、小 売業の自動車（同 ▲ 9→▲ 30）、その 他産業のその他サ ービス

（同▲ 2→▲ 18）は 大幅に悪化した（ 図表２）。  
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２ ． 来 期の 業 況 見 通 し  ～ほぼ 横ばい  
来 期 の 業 況 見 通し D.I .は▲ 15 で今期（ ▲14）から 1 ポイント 減とほぼ横ばいの

見込み（図表 1）。業況見通し D.I .を業種別（大分類）に みると、卸売業（今 期▲

19→来期▲ 9）は大 幅に改善、製造 業（ 同▲ 21→▲ 15）も 改善の見込みだが 、建

設業（同▲ 2→▲ 6）はやや悪化、小売 業（▲ 14→▲ 19）、その他産業（同▲ 12→
▲ 21）は悪化 の見 込み。  
 
３ ． 販 売 価 格 D.I .  ～ 今 期 やや 上 昇、 来期 ほぼ 横 ばい  

今 期 の 販 売 価 格 D.I .は 44 で前期（ 41）から 3 ポイント増 とやや上昇した（ 図

表 1）。  
来 期 の 販 売 価 格 D.I .は 43 で今期（ 44）からほぼ横ばい の見込み。価格転 嫁

の一巡や消費者の 節約志向の高まり などから、販売価 格の上昇には一服 の傾向

がみられる。  
 
４ ． 仕 入 価 格 D.I . ～ 今 期 上 昇、 来 期 やや 上 昇  

今 期 の 仕 入 価 格 D.I .は 74 で前期（ 67）から 7 ポイント 増と上昇（図表 1）。  
来 期 の 仕 入 価 格 D.I .は 77 で今期（ 74）か ら 3 ポイント 増と やや上昇の見込み 。

中東情勢の悪化に 伴い、仕入価格は 上昇の気配が見ら れる。  
 
５ ． 設 備 投 資  ～ 実 施し た 企 業 割 合 は 横 ばい  

今 期、 設 備 投 資 を実施した企業割合は 33％と、前期（ 33％ ）から横ばいとな っ

た（図表 6、7）。来 期に 設 備 投 資 を予定する企業割合は 36％と、今期（ 33％）か

ら 3 ポイント増と やや増加の見込み 。  
 
６ ． 経 営 上 の 問 題 点 （ 内部 環 境・ 外 部 環 境）  ～「 原 材 料 (仕 入 品 )価 格 高」 が最 多  

経 営 上 の 問 題 点（ 内部 環 境・ 外 部 環 境） は、「原材料 (仕入品 )価格高」が 62％（ 前

期 52％）で最も多 く、これに「人手 不 足・求人難」の 57％（同 56％）、「人 件費

等各種経費高」の 43％（同 42％）が 続 いた（図表 8、 9）。  
 
７ ． 賃 金 改 定 計 画に ついて 

2026 年 度 の 賃 金 改 定 計 画 で、回答企 業 のうち「実施予定」とした割合は 79％
と前年（ 75％ ）か ら 4 ポイント増加 し、 2003 年 の調査 開始以来最も多か った。

（図表 10）。また 、実施企業のうち 「引き上げる」と 回答した企業 も 79％で、

「引き下げる」と 回答した企業は無 かった。  
賃 金 の 引き 上げ 方 法 をみると、「定期昇 給」を選択した企業 の割合が 75％と最

多だったが、前年 （ 79％）からは 4 ポイント減少した （図表 11）。  
一方、「ベース アッ プ」は 56％で前 年（ 51％ ）から 5 ポイ ント増加した 。引き
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上げ額をみると、「 3 ,000 円以上」の引 き 上げを行った企業 は 63％で前年（ 73％）

から 10 ポイント減 となり、そのうち「 10,000 円以上」の 引き上げを行った 企業

は 14％で前年（ 17％）からやや減少 した。  
「年間一時金」は 7％で前年の 8％から ほぼ横ばいだった 。引き上げ率をみる

と、「 1～ 3％ 未満」が 50％で前年（ 11％）を大幅に上 回る 一方、「 5～ 10％未 満」

が 6％と前年（ 28％ ）を大幅に下回 った 。また、前年 は回答 が無かった「 10％ 以

上」が 13％と大幅 に増加した。  
人手不足の高まり を受け、ベースアッ プを実施する企業 は増えているが、引 き

上げ額は前年より 3 ,000 円以上の割合 が大幅に減り、年間 一時金も引き上げ 率は

3％以上が大幅 に減 少するなど賃上げ の動きには息切れ 感が見られる。  
 

８ ． 新 入 社 員 の 初 任 給 改 定 計 画 に ついて  
新 入 社 員 の 初 任 給 改 定 計 画 をみると、全産業の D.I .（「引き上げる」－「引き

下げる」、回 答企業 割合）は高 校卒が 47（前年 43）で前年 から 4 ポイント増、短

大卒・専修学校卒 は 42（ 同 38）で 4 ポイント 増、大学 卒・大学院卒 が 42（同

40）で前年から 2 ポイント増となっ た（図表 12）。業種 別にみると、その 他 産業

では全ての学卒で 前年を上回った 。一 方、建設業 では全て の学卒で前年を下 回っ

た。ここ数年 、全体 的に初任給を引き 上げる動きが続い ているが、業 種間で 差異

が表れている。  
 
９ ． AI の活用状況に つい て  

業務における AI の 活用 に関 する 方針 を立てているか尋 ねたところ、「方 針 は

決めていない」が 48.7％と最も多か っ た（図表 13）。次い で「会社全体で積 極 的

に活用」（ 22.5％）、「 分野を限定して活 用」（ 17.5％）、「個 人 の判断で活用」（ 10.9％）

が続いた。「業務 へ の活用を禁止」し て いる企業はなかっ た。業種別にみる と「会

社全体で積極的に 活用」は小売 業（ 30 .2％）が最も多 く、建設業（ 26.5％）、製造

業（ 23.8％）、そ の 他産業（ 18.9％）、 卸売業（ 12.9％ ）の 順となった。  
業務 にお ける AI の 活用 状況に ついて は、現在は「一部の み活用している 」が

42％と最も多 く、「活用していない」（ 33％）、「ある程度活 用している」（ 22％）、

「積極的に活用し ている」（ 4％）が 続 いた（図表 14）。一 方、今後は「積極的 に

活用していく 」が 25％と現在より 大幅 に増加した 。業種 別では、建 設業で 33％
が「積極的に活用 していく」と回答 し最多となった。  

また、 AI 活 用に よ る効 果 や 影響 を尋 ねたとこ ろ、 現在 は「業務 効率 化や 人手

不足の解消」が 68.4％と最も多く、「デ ータ分析の高度化 」（ 48.9％）、「リスク 管

理の強化」（ 13.2％）、「不適切な内容や 偏見が生成される リスク」（ 9.8％）の 順と

なった（図表 15）。今後についても、「 業務効率化や人手 不足の解消」（ 78.4％）、

「データ分析の高 度化」（ 61.7％） と の回答が多かった 。  
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 AI を活用する こ とによる業務効率 化や人手不足対策 、データ活用など への期

待は高く、今 後の 企業活動において 積極的に AI を活用する企業が多いこ とがう

かがえる。一 方で、不適切な内容の生 成や著作権侵害 、セ キュリティリスク の拡

大などマイナスの 影響の割合は効果 への期待よりもか なり少なかった 。ま た、人

材育成などの見直 しも割合としては 小さい。急速に 普 及する AI であるが、企業

活動への活用は緒 についたばかりで あり、人材育成を 含 め今後の変化を注 視した

い。  
 

以  上  
    【 本件に 関する お問 い 合わ せ】   

㈱ 九 州 経 済 研 究 所 （ ℡  0 9 9 - 2 2 5 - 7 4 9 1）  



《資料編》
第１８３回 県 内 企 業 ・ 業 況 調 査 結 果 集 計 表

図表１ 各項目Ｄ.Ｉ.  単位：％

  前期 実績

増加 同程度 減少 増加 同程度 減少 増加 同程度 減少
  項 目 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） (Ａ)−(Ｃ) （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

16 57 27 ▲ 11 13 60 27 ↓ ▲ 14 ( ▲ 3 ) 11 63 26 ↓ ▲ 15 ( ▲ 1 )
 製  造  業 10 53 37 ▲ 27 12 55 33 ↑ ▲ 21 ( 6 ) 14 57 29 ↑ ▲ 15 ( 6 )
 建  設  業 17 62 21 ▲ 4 12 74 14 ↑ ▲ 2 ( 2 ) 10 74 16 ↓ ▲ 6 ( ▲ 4 )
 卸  売  業 16 48 36 ▲ 20 13 55 32 ↑ ▲ 19 ( 1 ) 10 71 19 ↑ ▲ 9 ( 10 )
 小  売  業 16 52 32 ▲ 16 11 64 25 ↑ ▲ 14 ( 2 ) 11 59 30 ↓ ▲ 19 ( ▲ 5 )
 その他産業 19 64 17 2 15 58 27 ↓ ▲ 12 ( ▲ 14 ) 8 63 29 ↓ ▲ 21 ( ▲ 9 )

21 42 37 ▲ 16 18 50 32 ↑ ▲ 14 ( 2 ) 21 46 33 ↑ ▲ 12 ( 2 )
24 47 29 ▲ 5 27 44 29 ↑ ▲ 2 ( 3 ) 21 57 22 ↑ ▲ 1 ( 1 )

 製  造  業 22 40 38 ▲ 16 32 36 32 ↑ 0 ( 16 ) 25 45 30 ↓ ▲ 5 ( ▲ 5 )
 建  設  業 18 57 25 ▲ 7 20 55 25 ↑ ▲ 5 ( 2 ) 18 70 12 ↑ 6 ( 11 )
 卸  売  業 23 45 32 ▲ 9 32 39 29 ↑ 3 ( 12 ) 32 55 13 ↑ 19 ( 16 )
 小  売  業 25 48 27 ▲ 2 18 55 27 ↓ ▲ 9 ( ▲ 7 ) 16 66 18 ↑ ▲ 2 ( 7 )
 その他産業 28 48 24 4 27 43 30 ↓ ▲ 3 ( ▲ 7 ) 18 59 23 ↓ ▲ 5 ( ▲ 2 )

過剰 適正 不足 過剰 適正 不足
10 80 10 0 11 78 11 - 0 ( 0 )

 製  造  業 15 68 17 ▲ 2 15 67 18 ↓ ▲ 3 ( ▲ 1 )
 建  設  業 2 86 12 ▲ 10 5 88 7 ↑ ▲ 2 ( 8 )
 卸  売  業 10 80 10 0 17 70 13 ↑ 4 ( 4 )
 小  売  業 21 77 2 19 18 77 5 ↓ 13 ( ▲ 6 )
 その他産業 4 88 8 ▲ 4 5 87 8 ↑ ▲ 3 ( 1 )

好転 横ばい 悪化 好転 横ばい 悪化 好転 横ばい 悪化
15 53 32 ▲ 17 18 53 29 ↑ ▲ 11 ( 6 ) 9 62 29 ↓ ▲ 20 ( ▲ 9 )

 製  造  業 17 50 33 ▲ 16 19 48 33 ↑ ▲ 14 ( 2 ) 12 52 36 ↓ ▲ 24 ( ▲ 10 )
 建  設  業 14 61 25 ▲ 11 14 61 25 - ▲ 11 ( 0 ) 8 73 19 - ▲ 11 ( 0 )
 卸  売  業 19 45 36 ▲ 17 10 64 26 ↑ ▲ 16 ( 1 ) 3 87 10 ↑ ▲ 7 ( 9 )
 小  売  業 16 50 34 ▲ 18 16 57 27 ↑ ▲ 11 ( 7 ) 9 57 34 ↓ ▲ 25 ( ▲ 14 )
 その他産業 13 55 32 ▲ 19 24 47 29 ↑ ▲ 5 ( 14 ) 9 59 32 ↓ ▲ 23 ( ▲ 18 )

上昇 横ばい 低下 上昇 横ばい 低下 上昇 横ばい 低下
46 49 5 41 48 48 4 ↑ 44 ( 3 ) 46 51 3 ↓ 43 ( ▲ 1 )

 製  造  業 45 49 6 39 48 52 0 ↑ 48 ( 9 ) 51 47 2 ↑ 49 ( 1 )
 建  設  業 46 50 4 42 49 47 4 ↑ 45 ( 3 ) 43 55 2 ↓ 41 ( ▲ 4 )
 卸  売  業 58 32 10 48 61 29 10 ↑ 51 ( 3 ) 52 42 6 ↓ 46 ( ▲ 5 )
 小  売  業 56 39 5 51 57 39 4 ↑ 53 ( 2 ) 50 48 2 ↓ 48 ( ▲ 5 )
 その他産業 40 57 3 37 39 57 4 ↓ 35 ( ▲ 2 ) 38 58 4 ↓ 34 ( ▲ 1 )

上昇 横ばい 低下 上昇 横ばい 低下 上昇 横ばい 低下
72 23 5 67 77 20 3 ↑ 74 ( 7 ) 79 19 2 ↑ 77 ( 3 )

 製  造  業 72 22 6 66 71 24 5 - 66 ( 0 ) 75 23 2 ↑ 73 ( 7 )
 建  設  業 68 28 4 64 81 17 2 ↑ 79 ( 15 ) 81 19 0 ↑ 81 ( 2 )
 卸  売  業 74 19 7 67 71 23 6 ↓ 65 ( ▲ 2 ) 74 19 7 ↑ 67 ( 2 )
 小  売  業 65 30 5 60 75 23 2 ↑ 73 ( 13 ) 75 23 2 - 73 ( 0 )
 その他産業 76 21 3 73 81 17 2 ↑ 79 ( 6 ) 87 13 0 ↑ 87 ( 8 )

楽 普通 窮屈 楽 普通 窮屈 楽 普通 窮屈
4 80 16 ▲ 12 3 82 15 - ▲ 12 ( 0 ) 3 80 17 ↓ ▲ 14 ( ▲ 2 )

 製  造  業 4 75 21 ▲ 17 6 73 21 ↑ ▲ 15 ( 2 ) 4 71 25 ↓ ▲ 21 ( ▲ 6 )
 建  設  業 6 80 14 ▲ 8 2 88 10 - ▲ 8 ( 0 ) 4 90 6 ↑ ▲ 2 ( 6 )
 卸  売  業 0 84 16 ▲ 16 0 87 13 ↑ ▲ 13 ( 3 ) 0 84 16 ↓ ▲ 16 ( ▲ 3 )
 小  売  業 2 91 7 ▲ 5 0 89 11 ↓ ▲ 11 ( ▲ 6 ) 0 86 14 ↓ ▲ 14 ( ▲ 3 )
 その他産業 5 77 18 ▲ 13 4 81 15 ↑ ▲ 11 ( 2 ) 5 79 16 - ▲ 11 ( 0 )

過剰 適正 不足 過剰 適正 不足 過剰 適正 不足
3 46 51 ▲ 48 2 47 51 ↓ ▲ 49 ( ▲ 1 ) 3 46 51 ↑ ▲ 48 ( 1 )

 製  造  業 6 55 39 ▲ 33 4 55 41 ↓ ▲ 37 ( ▲ 4 ) 6 53 41 ↑ ▲ 35 ( 2 )
 建  設  業 2 41 57 ▲ 55 0 41 59 ↓ ▲ 59 ( ▲ 4 ) 4 39 57 ↑ ▲ 53 ( 6 )
 卸  売  業 3 49 48 ▲ 45 7 48 45 ↑ ▲ 38 ( 7 ) 3 52 45 ↓ ▲ 42 ( ▲ 4 )
 小  売  業 0 54 46 ▲ 46 0 52 48 ↓ ▲ 48 ( ▲ 2 ) 0 52 48 - ▲ 48 ( 0 )
 その他産業 1 36 63 ▲ 62 1 41 58 ↑ ▲ 57 ( 5 ) 1 39 60 ↓ ▲ 59 ( ▲ 2 )

2026年4〜6月期
  今期 実績    来期 見通し

悪い Ｄ．Ｉ． 良い

2025年10〜12月期 2026年1〜3月期

普通 悪い Ｄ．Ｉ． 良い 普通 悪い Ｄ．Ｉ．
差

(今期−前期)
差

(来期−今期)
(Ａ)−(Ｃ)

   状   況 良い 普通

雇 用 人 員

(Ａ)−(Ｃ)
自 社 の 業 況

生 産 高(製造業)
売 上・完 工 高

製品・商品在庫
(適正水準比)

損     益

販 売 価 格

仕 入 価 格

資 金 繰 り

1



   全    業    種 ▲ 11 ▲ 14 -3 ▲ 3 ▲ 15 -1 ▲ 1
 製 造 業 ▲ 27 ▲ 21 6  6 ▲ 15 6  6

 食  料  品 ▲ 14 ▲ 18 -4 ▲ 4 ▲ 18 0  0
 繊   維 ▲ 100  0 100  100 ▲ 50 -50 ▲ 50
 木   材 ▲ 50 ▲ 75 -25 ▲ 25 ▲ 50 25  25
 紙・パルプ ▲ 100  0 100  100 ▲ 50 -50 ▲ 50
 窯業・土石 ▲ 33 ▲ 33 0  0 ▲ 22 11  11
 機械・金属 ▲ 27 ▲ 33 -6 ▲ 6  9 42  42
 電機・電子 ▲ 14  17 31  31  33 16  16
 そ の 他 ▲ 43 ▲ 16 27  27 ▲ 33 -17 ▲ 17

 建  設  業 ▲ 4 ▲ 2 2  2 ▲ 6 -4 ▲ 4
 土  木 ▲ 7  0 7  7 ▲ 23 -23 ▲ 23
 建  築 ▲ 12 ▲ 26 -14 ▲ 14 ▲ 14 12  12
 総 合 建 設 ▲ 12  0 12  12  0 0  0
 そ の 他  18  25 7  7  17 -8 ▲ 8

 卸  売  業 ▲ 20 ▲ 19 1  1 ▲ 9 10  10
 食 料 品  0 ▲ 15 -15 ▲ 15  0 15  15
 建 設 資 材 ▲ 25 ▲ 24 1  1 ▲ 38 -14 ▲ 14
 家 電 卸 売 ▲ 50 ▲ 50 0  0 ▲ 50 0  0
 そ の 他 ▲ 43 ▲ 15 28  28  15 30  30

 小  売  業 ▲ 16 ▲ 14 2  2 ▲ 19 -5 ▲ 5
 百貨店・スーパー ▲ 22  0 22  22 ▲ 11 -11 ▲ 11
 衣 料 品  0  0 0  0  0 0  0
 自 動 車 ▲ 9 ▲ 30 -21 ▲ 21 ▲ 30 0  0
 家 電 製 品 ▲ 34 ▲ 33 1  1  0 33  33
 石油・ガス  0  0 0  0 ▲ 25 -25 ▲ 25
 そ の 他 ▲ 17 ▲ 11 6  6 ▲ 17 -6 ▲ 6

 そ  の  他  産  業  2 ▲ 12 -14 ▲ 14 ▲ 21 -9 ▲ 9
 旅館・ホテル  12 ▲ 7 -19 ▲ 19  0 7  7
 運輸・通信 ▲ 6 ▲ 6 0  0 ▲ 11 -5 ▲ 5
 外   食  15 ▲ 40 -55 ▲ 55 ▲ 20 20  20
 その他サービス ▲ 2 ▲ 18 -16 ▲ 16 ▲ 29 -11 ▲ 11

  

   全    業    種 ▲ 5 ▲ 2 3  3 ▲ 1 1  1
 製 造 業 ▲ 16  0 16  16 ▲ 5 -5 ▲ 5

 食  料  品 ▲ 2  11 13  13  2 -9 ▲ 9
 繊   維 ▲ 50 ▲ 50 0  0 ▲ 50 0  0
 木   材  0  25 25  25 ▲ 25 -50 ▲ 50
 紙・パルプ ▲ 67  50 117  117  0 -50 ▲ 50
 窯業・土石 ▲ 56 ▲ 44 12  12 ▲ 44 0  0
 機械・金属 ▲ 18 ▲ 33 -15 ▲ 15  0 33  33
 電機・電子  15  49 34  34  34 -15 ▲ 15
 そ の 他 ▲ 58 ▲ 16 42  42 ▲ 33 -17 ▲ 17

 建  設  業 ▲ 7 ▲ 5 2  2  6 11  11
 土  木 ▲ 15  0 15  15 ▲ 7 -7 ▲ 7
 建  築 ▲ 13 ▲ 27 -14 ▲ 14  14 41  41
 総 合 建 設  0  11 11  11 ▲ 11 -22 ▲ 22
 そ の 他  9  8 -1 ▲ 1  25 17  17

 卸  売  業 ▲ 9  3 12  12  19 16  16
 食 料 品  0  15 15  15  29 14  14
 建 設 資 材 ▲ 24 ▲ 24 0  0  0 24  24
 家 電 卸 売 ▲ 50  0 50  50 ▲ 50 -50 ▲ 50
 そ の 他  0  14 14  14  43 29  29

 小  売  業 ▲ 2 ▲ 9 -7 ▲ 7 ▲ 2 7  7
 百貨店・スーパー  33  33 0  0  11 -22 ▲ 22
 衣 料 品  0  0 0  0  0 0  0
 自 動 車  0 ▲ 40 -40 ▲ 40  0 40  40
 家 電 製 品 ▲ 34 ▲ 33 1  1  0 33  33
 石油・ガス  0 ▲ 25 -25 ▲ 25  0 25  25
 そ の 他 ▲ 17 ▲ 5 12  12 ▲ 11 -6 ▲ 6

 そ  の  他  産  業  4 ▲ 3 -7 ▲ 7 ▲ 5 -2 ▲ 2
 旅館・ホテル  0  13 13  13  7 -6 ▲ 6
 運輸・通信  5  17 12  12  15 -2 ▲ 2
 外   食  0 ▲ 20 -20 ▲ 20 ▲ 20 0  0
 その他サービス  0 ▲ 12 -12 ▲ 12 ▲ 15 -3 ▲ 3

図表２ 業況Ｄ.I.（中分類）
2025年10〜12月期 2026年1〜3月期 2026年4〜6月期

前  期 今期 実績 差(今期−前期) 来期 見通し 差(来期−今期)

図表３ 売上･完工高D.I.（中分類）
2025年10〜12月期 2026年1〜3月期 2026年4〜6月期

前  期 今期 実績 差(今期−前期) 来期 見通し 差(来期−今期)
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   全    業    種 ▲ 17 ▲ 11 6  6 ▲ 20 -9 ▲ 9
 製 造 業 ▲ 16 ▲ 14 2  2 ▲ 24 -10 ▲ 10

 食  料  品 ▲ 12 ▲ 14 -2 ▲ 2 ▲ 35 -21 ▲ 21
 繊   維 ▲ 50  0 50  50 ▲ 50 -50 ▲ 50
 木   材  0 ▲ 25 -25 ▲ 25 ▲ 25 0  0
 紙・パルプ ▲ 100 ▲ 50 50  50  0 50  50
 窯業・土石 ▲ 56 ▲ 44 12  12 ▲ 44 0  0
 機械・金属 ▲ 9 ▲ 25 -16 ▲ 16 ▲ 25 0  0
 電機・電子  14  33 19  19  49 16  16
 そ の 他  15  17 2  2  17 0  0

 建  設  業 ▲ 11 ▲ 11 0  0 ▲ 11 0  0
 土  木 ▲ 23 ▲ 23 0  0 ▲ 8 15  15
 建  築 ▲ 12 ▲ 20 -8 ▲ 8 ▲ 26 -6 ▲ 6
 総 合 建 設 ▲ 11 ▲ 11 0  0 ▲ 22 -11 ▲ 11
 そ の 他  9  17 8  8  17 0  0

 卸  売  業 ▲ 17 ▲ 16 1  1 ▲ 7 9  9
 食 料 品 ▲ 8 ▲ 8 0  0  0 8  8
 建 設 資 材 ▲ 25 ▲ 38 -13 ▲ 13 ▲ 25 13  13
 家 電 卸 売 ▲ 50  0 50  50  0 0  0
 そ の 他 ▲ 15 ▲ 14 1  1  0 14  14

 小  売  業 ▲ 18 ▲ 11 7  7 ▲ 25 -14 ▲ 14
 百貨店・スーパー ▲ 22  0 22  22 ▲ 22 -22 ▲ 22
 衣 料 品  0  0 0  0  0 0  0
 自 動 車 ▲ 18 ▲ 10 8  8 ▲ 10 0  0
 家 電 製 品 ▲ 67 ▲ 67 0  0 ▲ 67 0  0
 石油・ガス  0  0 0  0 ▲ 25 -25 ▲ 25
 そ の 他 ▲ 11 ▲ 11 0  0 ▲ 27 -16 ▲ 16

 そ  の  他  産  業 ▲ 19 ▲ 5 14  14 ▲ 23 -18 ▲ 18
 旅館・ホテル ▲ 18 ▲ 26 -8 ▲ 8  0 26  26
 運輸・通信 ▲ 6  0 6  6 ▲ 16 -16 ▲ 16
 外   食 ▲ 43  0 43  43 ▲ 60 -60 ▲ 60
 その他サービス ▲ 27 ▲ 2 25  25 ▲ 27 -25 ▲ 25

   全    業    種 ▲ 12 ▲ 12 0  0 ▲ 14 -2 ▲ 2
 製 造 業 ▲ 17 ▲ 15 2  2 ▲ 21 -6 ▲ 6

 食  料  品 ▲ 21 ▲ 12 9  9 ▲ 16 -4 ▲ 4
 繊   維 ▲ 100 ▲ 50 50  50 ▲ 100 -50 ▲ 50
 木   材 ▲ 25 ▲ 75 -50 ▲ 50 ▲ 75 0  0
 紙・パルプ  0  0 0  0  0 0  0
 窯業・土石 ▲ 11  0 11  11  0 0  0
 機械・金属 ▲ 18 ▲ 17 1  1 ▲ 17 0  0
 電機・電子  20  0 -20 ▲ 20 ▲ 25 -25 ▲ 25
 そ の 他 ▲ 14 ▲ 16 -2 ▲ 2 ▲ 50 -34 ▲ 34

 建  設  業 ▲ 8 ▲ 8 0  0 ▲ 2 6  6
 土  木 ▲ 23  0 23  23  0 0  0
 建  築  0 ▲ 20 -20 ▲ 20 ▲ 6 14  14
 総 合 建 設 ▲ 11  0 11  11  0 0  0
 そ の 他  0 ▲ 8 -8 ▲ 8  0 8  8

 卸  売  業 ▲ 16 ▲ 13 3  3 ▲ 16 -3 ▲ 3
 食 料 品 ▲ 21 ▲ 14 7  7 ▲ 14 0  0
 建 設 資 材 ▲ 13 ▲ 13 0  0 ▲ 13 0  0
 家 電 卸 売  0  0 0  0  0 0  0
 そ の 他 ▲ 14 ▲ 14 0  0 ▲ 29 -15 ▲ 15

 小  売  業 ▲ 5 ▲ 11 -6 ▲ 6 ▲ 14 -3 ▲ 3
 百貨店・スーパー ▲ 11 ▲ 22 -11 ▲ 11 ▲ 22 0  0
 衣 料 品  0  0 0  0  0 0  0
 自 動 車 ▲ 9 ▲ 30 -21 ▲ 21 ▲ 20 10  10
 家 電 製 品 ▲ 33  0 33  33 ▲ 33 -33 ▲ 33
 石油・ガス  25  0 -25 ▲ 25 ▲ 25 -25 ▲ 25
 そ の 他  0  0 0  0  0 0  0

 そ  の  他  産  業 ▲ 13 ▲ 11 2  2 ▲ 11 0  0
 旅館・ホテル  0 ▲ 20 -20 ▲ 20 ▲ 14 6  6
 運輸・通信 ▲ 11 ▲ 11 0  0 ▲ 11 0  0
 外   食 ▲ 71 ▲ 40 31  31 ▲ 60 -20 ▲ 20
 その他サービス ▲ 7 ▲ 4 3  3 ▲ 6 -2 ▲ 2

図表４ 損益D.I.（中分類）
2025年10〜12月期 2026年1〜3月期 2026年4〜6月期

前  期 今期 実績 差(今期−前期) 来期 見通し 差(来期−今期)

図表５ 資金繰りＤ.I.（中分類）
2025年10〜12月期 2026年1〜3月期 2026年4〜6月期

前  期 今期 実績 差(今期−前期) 来期 見通し 差(来期−今期)

3



単位：％

全 産 業 製造業 建設業 卸売業 小売業 その他産業

33 45 20 17 34 35
設備の維持・更新 80 81 70 40 80 88
生産・販売能力増強 34 35 70 40 27 24
省力化・合理化・省エネ 27 32 40 0 33 18
経営多角化 4 3 0 40 7 0
新製品等の研究開発 4 5 0 0 7 3
その他 3 3 10 0 7 0

67 55 80 83 66 65
36 36 22 36 43 39

設備の維持・更新 79 90 64 55 68 87
生産・販売能力増強 37 40 64 55 26 27
省力化・合理化・省エネ 28 40 55 9 32 14
経営多角化 5 0 9 9 11 3
新製品等の研究開発 5 3 0 9 5 5
その他 4 3 9 0 5 3

64 64 78 64 57 61
（注）計数は構成割合、投資目的は複数回答。

図表７  設   備   投   資

 
 

年
 
 
～
 
 

月
（
今
期
実
績
）

投
 

資
 

目
 

的

 
 
年
 
 
～
 

 
月
（
来
期
見
通
し
）

投
 

資
 

目
 

的

実 施 し た

実 施 し な か っ た
実 施 予 定

実 施 予 定 な し

34 31
36 35 34 33

36 37 39
33 35 34

38
33 33

36

0

10

20

30

40

50

60

7〜9 10〜12 1〜3 4〜6 7〜9 10〜12 1〜3 4〜6 7〜9 10〜12 1〜3 4〜6 7〜9 10〜12 1〜3 4〜6

2022 2023 2024 2025 2026

図表６ 設備投資実施割合の推移

(予定)

（％）

2026

2026

1

3

6

4

4



単位：％

原 材 料 ( 仕 入 品 ) 価 格 高 62 75 61 57 48 58
人 手 不 足 ・ 求 人 難 57 47 69 50 59 59
人 件 費 等 各 種 経 費 高 43 33 29 37 52 55
売 上 （ 受 注 ） 不 振 32 46 37 20 30 24
競 争 激 化 30 20 47 30 34 29
採 算 ・ 収 益 の 悪 化 23 30 22 10 21 23
販 売 価 格 転 嫁 難 （ 仕 入 価 格 上 昇 分 ） 15 14 4 23 14 21
省 力 化 ・ 合 理 化 の 遅 れ ( 含 む 情 報 化 ) 12 17 6 13 14 10
原 材 料 手 当 難 11 26 6 10 9 3
生 産 ( 販 売 ) 能 力 不 足 9 7 10 3 18 7
技 術 力 不 足 9 10 14 3 2 12
廃 棄 物 処 理 ( 含 む コ ス ト 増 ) 4 3 4 0 9 3
製 ( 商 ) 品 価 格 低 下 3 5 0 3 2 2
金 融 機 関 か ら の 借 入 難 3 6 4 3 0 2
決 済 条 件 悪 化 2 3 0 7 2 2
売 掛 金 回 収 難 1 1 0 3 0 1
雇 用 人 員 の 過 剰 1 4 0 0 0 1
事 業 承 継 難 1 1 2 0 2 1
そ の 他 2 0 2 7 0 4
（注）複数回答

図表8  経営上の問題点（内部環境・外部環境）

全産業 製造業 建設業 卸売業 小売業 その他産業
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   （単位：％）

26年 25年 26年 25年 26年 25年 26年 25年 26年 25年 26年 25年

79 75 83 76 77 80 81 84 82 71 74 70

79 75 83 76 77 80 81 84 82 71 74 70

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 3 3 2 0 5 6 3 2 0 5 6

18 22 14 22 23 16 13 13 16 29 21 24

79 75 83 76 77 80 81 84 82 71 74 70

303 309 84 94 48 44 31 31 44 41 96 99

注）計数は構成割合。四捨五入のため合計が100にならない箇所がある。

実施しない

未  定

（参考）回答企業数

（参考）賃金改定実施計画の長期推移

引き上げる

D.I

引き下げる

実施する

図表10　2026年度の賃金改定計画

全産業 製造業 建設業 卸売業 小売業 その他産業

200
3 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

引き上げる 33 37 41 43 41 41 28 35 33 39 39 57 53 52 59 59 63 54 50 63 74 75 75 79

引き下げる 5 4 3 2 2 2 4 3 3 3 3 0 1 1 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0

しない 21 20 19 14 19 20 26 23 22 20 18 14 14 12 10 9 6 10 12 8 5 5 3 3

未定 41 39 37 41 38 37 42 39 42 38 40 29 32 35 31 32 31 35 37 28 21 20 22 18

D.I. 28 33 38 41 39 39 24 32 30 36 36 57 52 51 59 59 63 53 49 62 74 75 75 79

28 33
38

41 39 39 24

32 30

36 36

57
52 51

59 59
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62

74 75 75
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注）DIは「引き上げる」-「引き下げ
る」（回答企業割合）
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（単位：％）

26年 25年 26年 25年 26年 25年 26年 25年 26年 25年 26年 25年

56 51 60 49 35 35 56 50 78 76 51 51

500円未満 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0

500～1,000円未満 2 0 2 0 0 0 0 0 4 0 3 0

1,000～1,500円未満 5 7 5 14 8 0 8 15 0 0 6 3

1,500～2,000円未満 5 4 7 6 8 8 8 0 4 9 3 0

2,000～3,000円未満 8 5 7 3 15 0 0 0 14 5 3 11

3,000～5,000円未満 16 25 19 29 31 42 23 15 7 18 11 22

5,000～7,000円未満 15 20 10 23 8 25 31 31 14 9 19 17

7,000～10,000円未満 18 11 19 14 8 8 8 8 21 14 22 8

10,000円以上 14 17 14 6 0 8 15 15 25 27 11 25

未定 16 12 14 6 23 8 8 15 11 18 22 14

7 8 9 7 8 12 0 4 8 10 6 7

   1％未満 6 11 0 20 0 0 - 0 33 0 0 20

1～3％未満 50 11 67 20 33 25 - 0 0 0 75 0

3～5％未満 19 22 17 40 33 25 - 0 0 0 25 20

5～10％未満 6 28 0 20 0 25 - 0 33 67 0 20

    10％以上 13 0 17 0 0 0 - 0 33 0 0 0

未      定 6 22 0 0 33 0 - 100 0 33 0 40

0 6 0 0 0 25 - 0 0 0 0 0

75 79 73 86 87 82 80 85 58 62 78 74

5 3 10 1 0 3 4 0 6 7 4 4

注）計数は構成割合。四捨五入のため合計が100にならない箇所がある。賃金の引き上げ方法は複数回答。

図表11　賃金の引き上げ方法

全産業 製造業 建設業 卸売業 小売業 その他産業

定期昇給

未定

賃
金
の
引
き
上
げ
方
法

ベースアップ

引
き
上
げ
額

年間一時金

引
き
上
げ
率

本年度は支給（前年度は支給なし）

【参考】 賃金引き上げ方法の推移（全産業）

68
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34 33
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定期昇給 ベースアップ 年間一時金

（％）

（年度）

7363
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（単位：％）

26年 25年 26年 25年 26年 25年 26年 25年 26年 25年 26年 25年

引き上げる 47 43 41 34 45 48 47 52 47 36 53 47

前年並み 53 57 59 66 55 52 53 48 53 64 47 53

引き下げる 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ｄ．Ｉ． 47 43 41 34 45 48 47 52 47 36 53 47

回答企業数 179 183 46 47 31 29 19 21 30 28 53 58

引き上げる 42 39 18 30 0 36 100 53 60 43 54 39

前年並み 58 60 82 67 100 64 0 47 40 57 46 61

引き下げる 0 1 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0

Ｄ．Ｉ． 42 38 18 27 0 36 100 53 60 43 54 39

回答企業数 31 155 11 37 2 25 2 19 5 28 11 46

引き上げる 43 41 39 32 33 37 50 54 39 45 50 41

前年並み 56 58 61 68 67 63 50 46 61 55 48 57

引き下げる 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2

Ｄ．Ｉ． 42 40 39 32 33 37 50 54 39 45 48 39

回答企業数 157 168 36 37 27 27 18 24 28 31 48 49

注）計数は構成割合。
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大
学
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図表12　新入社員の初任給改定計画について

全産業 製造業 建設業 卸売業 小売業 その他産業
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図表14　業務におけるAIの活用状況

図表13　AIの活用に関する自社の方針

注)四捨五入の関係で合計が100にならない箇所がある、以下図表15まで同じ。
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図表15　AI活用による効果や影響
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対象企業数 回答企業数 回答率（％）
 製造業 146 85 58.2

食 料 品 74 44 59.5
繊   維 2 2 100.0
木   材 8 4 50.0
紙・パルプ 4 2 50.0
窯業･土石 12 9 75.0
機械･金属 22 12 54.5
電機･電子 14 6 42.9
そ の 他 10 6 60.0

非製造業 計 354 220 62.1
 建設業 73 49 67.1

土  木 17 13 76.5
建  築 21 15 71.4
総合建設 15 9 60.0
そ の 他 20 12 60.0

 卸売業 51 31 60.8
食 料 品 23 14 60.9
建設資材 11 8 72.7
家電卸売 2 2 100.0
そ の 他 15 7 46.7

 小売業 71 44 62.0
百貨店・スーパー 14 9 64.3
衣 料 品 2 0 0.0
自 動 車 15 10 66.7
家電製品 3 3 100.0
石油・ガス 8 4 50.0
そ の 他 29 18 62.1

 その他産業 159 96 60.4
旅館･ホテル 21 15 71.4
運   輸 30 19 63.3
外       食 12 5 41.7
サービス 85 52 61.2
農林水産 11 5 45.5

500 305 61.0

 （参考）
回答率

合計（製造+非製造）
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全 産 業 製 造 業 建 設 業 卸 売 業 小 売 業 その他産業
2015年 1〜3 月期 ▲ 13 ▲ 16   3 ▲ 24 ▲ 23 ▲ 11

4〜6 〃 ▲ 20 ▲ 29 ▲ 17 ▲ 25 ▲ 37 ▲ 7
7〜9 〃 ▲ 17 ▲ 25 ▲ 17 ▲ 5 ▲ 24 ▲ 12

10〜12 〃 ▲ 10 ▲ 16 2 ▲ 15 ▲ 24 ▲ 1
2016年 1〜3 〃 ▲ 7 ▲ 17   6 ▲ 24 ▲ 16   5

4〜6 〃 ▲ 18 ▲ 25 ▲ 4 ▲ 5 ▲ 17 ▲ 28
7〜9 〃 ▲ 11 ▲ 19 6 ▲ 9 ▲ 31 ▲ 5

10〜12 〃 ▲ 10 ▲ 6 ▲ 4 ▲ 12 ▲ 13 ▲ 11
2017年 1〜3 〃 ▲ 10 ▲ 25 15 ▲ 7 ▲ 17 ▲ 5

4〜6 〃 ▲ 4 ▲ 16 10 ▲ 5 ▲ 6 1
7〜9 〃 ▲ 2 ▲ 7 8 ▲ 16 5 ▲ 1

10〜12 〃 1 ▲ 6 6 ▲ 10 12 3
2018年 1〜3 〃 ▲ 3 ▲ 8 0 ▲ 2 ▲ 1 ▲ 4

4〜6 〃 ▲ 7 ▲ 14 2 ▲ 20 ▲ 9 0
7〜9 〃 ▲ 8 ▲ 18 10 ▲ 6 ▲ 9 ▲ 9

10〜12 〃 ▲ 13 ▲ 21 5 ▲ 23 ▲ 31 ▲ 2
2019年 1〜3 〃 ▲ 16 ▲ 32 0 ▲ 25 ▲ 17 ▲ 7

4〜6 〃 ▲ 17 ▲ 29 ▲ 8 ▲ 23 ▲ 21 ▲ 7
7〜9 〃 ▲ 22 ▲ 28 ▲ 4 ▲ 33 ▲ 17 ▲ 22

10〜12 〃 ▲ 21 ▲ 22 ▲ 10 ▲ 38 ▲ 42 ▲ 12
2020年 1〜3 〃 ▲ 42 ▲ 51 ▲ 11 ▲ 46 ▲ 38 ▲ 49

4〜6 〃 ▲ 52 ▲ 59 ▲ 20 ▲ 50 ▲ 45 ▲ 69
7〜9 〃 ▲ 50 ▲ 68 ▲ 10 ▲ 55 ▲ 28 ▲ 61

10〜12 〃 ▲ 39 ▲ 50 ▲ 9 ▲ 47 ▲ 25 ▲ 47
2021年 1〜3 〃 ▲ 36 ▲ 51 ▲ 3 ▲ 23 ▲ 16 ▲ 54

4〜6 〃 ▲ 34 ▲ 35 2 ▲ 30 ▲ 43 ▲ 44
7〜9 〃 ▲ 39 ▲ 37 ▲ 16 ▲ 25 ▲ 55 ▲ 47

10〜12 〃 ▲ 19 ▲ 7 ▲ 13 ▲ 25 ▲ 34 ▲ 21
2022年 1〜3 〃 ▲ 27 ▲ 26 4 ▲ 29 ▲ 46 ▲ 33

4〜6 〃 ▲ 22 ▲ 27 2 ▲ 10 ▲ 33 ▲ 24
7〜9 〃 ▲ 21 ▲ 23 ▲ 7 ▲ 26 ▲ 25 ▲ 24

10〜12 〃 ▲ 15 ▲ 25 0 ▲ 16 ▲ 23 ▲ 9
2023年 1〜3 〃 ▲ 6 ▲ 21 ▲ 2 3 ▲ 11 6

4〜6 〃 ▲ 12 ▲ 27 ▲ 14 0 ▲ 2 ▲ 7
7〜9 〃 ▲ 12 ▲ 21 ▲ 25 0 ▲ 6 ▲ 3

10〜12 〃 ▲ 14 ▲ 18 ▲ 27 ▲ 14 ▲ 21 ▲ 4
2024年 1〜3 〃 ▲ 10 ▲ 23 ▲ 7 ▲ 6 ▲ 9 ▲ 2

4〜6 〃 ▲ 14 ▲ 30 ▲ 9 ▲ 19 ▲ 12 1
7〜9 〃 ▲ 16 ▲ 30 ▲ 9 ▲ 35 5 ▲ 9

10〜12 〃 ▲ 5 ▲ 20 4 ▲ 15 ▲ 2 8
2025年 1〜3 〃 ▲ 10 ▲ 20 ▲ 10 ▲ 6 ▲ 4 ▲ 2

4〜6 〃 ▲ 15 ▲ 24 ▲ 11 ▲ 17 2 ▲ 18
7〜9 〃 ▲ 12 ▲ 19 0 ▲ 22 ▲ 11 ▲ 9

10〜12 〃 ▲ 11 ▲ 27 ▲ 4 ▲ 20 ▲ 16 2
2026年 1〜3 〃 ▲ 14 ▲ 21 ▲ 2 ▲ 19 ▲ 14 ▲ 12

4〜6 月期見通し ▲ 15 ▲ 15 ▲ 6 ▲ 9 ▲ 19 ▲ 21
(注)Ｄ.Ｉ.＝「良い」−「悪い」

業況Ｄ.Ｉ.の推移
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売上・完工高Ｄ.Ｉ.の推移
全 産 業 製 造 業 建 設 業 卸 売 業 小 売 業 その他産業

2015年 1〜3 月期 ▲ 20 ▲ 31   19 ▲ 37 ▲ 31 ▲ 20
4〜6 〃 ▲ 24 ▲ 35 ▲ 16 ▲ 34 ▲ 16 ▲ 14
7〜9 〃 ▲ 15 ▲ 27 ▲ 25 2 ▲ 10 ▲ 7

10〜12 〃 ▲ 8 ▲ 20 ▲ 11 4 ▲ 10 3
2016年 1〜3 〃 ▲ 10 ▲ 27 ▲ 5 ▲ 21 ▲ 17   5

4〜6 〃 ▲ 24 ▲ 25 ▲ 10 ▲ 26 ▲ 33 ▲ 25
7〜9 〃 ▲ 12 ▲ 19 5 ▲ 26 ▲ 37 5

10〜12 〃 ▲ 7 ▲ 11 ▲ 1 2 ▲ 3 ▲ 10
2017年 1〜3 〃 ▲ 2 ▲ 22 20 ▲ 5 9 ▲ 1

4〜6 〃 6 ▲ 7 5 0 11 19
7〜9 〃 2 ▲ 9 12 ▲ 20 25 6

10〜12 〃 4 3 2 ▲ 2 11 4
2018年 1〜3 〃 8 0 9 8 24 7

4〜6 〃 ▲ 2 ▲ 5 ▲ 11 ▲ 12 11 5
7〜9 〃 ▲ 2 ▲ 15 2 11 3 5

10〜12 〃 ▲ 8 ▲ 22 ▲ 9 ▲ 8 ▲ 8 8
2019年 1〜3 〃 ▲ 16 ▲ 30 ▲ 1 ▲ 28 ▲ 6 ▲ 8

4〜6 〃 ▲ 14 ▲ 26 ▲ 14 ▲ 9 ▲ 10 ▲ 5
7〜9 〃 ▲ 16 ▲ 26 0 ▲ 30 ▲ 10 ▲ 14

10〜12 〃 ▲ 25 ▲ 32 ▲ 23 ▲ 22 ▲ 38 ▲ 13
2020年 1〜3 〃 ▲ 44 ▲ 43 ▲ 29 ▲ 50 ▲ 44 ▲ 49

4〜6 〃 ▲ 50 ▲ 52 ▲ 25 ▲ 37 ▲ 46 ▲ 69
7〜9 〃 ▲ 52 ▲ 65 ▲ 14 ▲ 49 ▲ 33 ▲ 69

10〜12 〃 ▲ 37 ▲ 52 ▲ 14 ▲ 40 ▲ 11 ▲ 45
2021年 1〜3 〃 ▲ 24 ▲ 37 4 ▲ 14 2 ▲ 43

4〜6 〃 ▲ 2 ▲ 15 4 0 10 ▲ 1
7〜9 〃 ▲ 15 ▲ 5 ▲ 4 ▲ 17 ▲ 27 ▲ 20

10〜12 〃 ▲ 7 6 ▲ 10 ▲ 9 ▲ 20 ▲ 9
2022年 1〜3 〃 ▲ 9 7 ▲ 15 0 ▲ 49 ▲ 5

4〜6 〃 8 4 14 17 ▲ 11 13
7〜9 〃 7 3 0 17 5 12

10〜12 〃 6 ▲ 3 5 9 5 16
2023年 1〜3 〃 11 2 0 21 15 16

4〜6 〃 14 12 ▲ 9 17 19 23
7〜9 〃 4 1 ▲ 35 12 13 18

10〜12 〃 0 ▲ 8 ▲ 42 20 10 16
2024年 1〜3 〃 0 ▲ 7 ▲ 20 3 6 11

4〜6 〃 ▲ 9 ▲ 22 ▲ 9 ▲ 7 ▲ 12 4
7〜9 〃 ▲ 4 ▲ 28 ▲ 2 ▲ 11 22 7

10〜12 〃 3 ▲ 19 8 ▲ 3 18 13
2025年 1〜3 〃 3 ▲ 10 ▲ 3 6 17 11

4〜6 〃 ▲ 3 ▲ 11 ▲ 7 3 0 4
7〜9 〃 ▲ 7 ▲ 20 ▲ 11 ▲ 16 5 6

10〜12 〃 ▲ 5 ▲ 16 ▲ 7 ▲ 9 ▲ 2 4
2026年 1〜3 〃 ▲ 2 0 ▲ 5 3 ▲ 9 ▲ 3

4〜6 月期見通し ▲ 1 ▲ 5 6 19 ▲ 2 ▲ 5
(注)Ｄ.Ｉ.＝「増加」−「減少」
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損益Ｄ.Ｉ.の推移
全 産 業 製 造 業 建 設 業 卸 売 業 小 売 業 その他産業

2015年 1〜3 月期 ▲ 14 ▲ 27   13 ▲ 23 ▲ 16 ▲ 14
4〜6 〃 ▲ 19 ▲ 34 ▲ 15 ▲ 13 ▲ 18 ▲ 7
7〜9 〃 ▲ 13 ▲ 25 ▲ 24 3 ▲ 6 ▲ 3

10〜12 〃 ▲ 4 ▲ 11 ▲ 2 ▲ 11 ▲ 5 5
2016年 1〜3 〃 ▲ 4 ▲ 19   10 ▲ 19 ▲ 5   5

4〜6 〃 ▲ 14 ▲ 21 7 ▲ 13 ▲ 19 ▲ 19
7〜9 〃 ▲ 8 ▲ 16 2 ▲ 7 ▲ 16 ▲ 3

10〜12 〃 ▲ 8 ▲ 7 ▲ 7 ▲ 4 1 ▲ 18
2017年 1〜3 〃 ▲ 4 ▲ 9 17 ▲ 4 ▲ 15 ▲ 8

4〜6 〃 2 ▲ 5 12 ▲ 3 ▲ 11 12
7〜9 〃 ▲ 1 ▲ 4 7 ▲ 9 5 ▲ 2

10〜12 〃 ▲ 5 ▲ 15 ▲ 6 ▲ 4 9 1
2018年 1〜3 〃 ▲ 3 ▲ 1 0 ▲ 3 10 ▲ 12

4〜6 〃 ▲ 10 ▲ 22 2 ▲ 15 1 ▲ 10
7〜9 〃 ▲ 12 ▲ 20 ▲ 12 0 ▲ 1 ▲ 15

10〜12 〃 ▲ 16 ▲ 17 ▲ 8 ▲ 29 ▲ 25 ▲ 8
2019年 1〜3 〃 ▲ 19 ▲ 35 ▲ 7 ▲ 28 ▲ 4 ▲ 13

4〜6 〃 ▲ 15 ▲ 28 ▲ 10 ▲ 11 ▲ 6 ▲ 7
7〜9 〃 ▲ 17 ▲ 25 ▲ 8 ▲ 17 ▲ 19 ▲ 13

10〜12 〃 ▲ 22 ▲ 22 ▲ 21 ▲ 32 ▲ 41 ▲ 8
2020年 1〜3 〃 ▲ 34 ▲ 33 ▲ 27 ▲ 32 ▲ 34 ▲ 39

4〜6 〃 ▲ 45 ▲ 47 ▲ 20 ▲ 38 ▲ 35 ▲ 67
7〜9 〃 ▲ 41 ▲ 47 ▲ 22 ▲ 43 ▲ 20 ▲ 59

10〜12 〃 ▲ 27 ▲ 34 ▲ 15 ▲ 35 ▲ 9 ▲ 33
2021年 1〜3 〃 ▲ 23 ▲ 33 4 ▲ 11 ▲ 14 ▲ 36

4〜6 〃 ▲ 2 ▲ 7 5 0 ▲ 4 0
7〜9 〃 ▲ 18 ▲ 2 ▲ 9 ▲ 12 ▲ 43 ▲ 28

10〜12 〃 ▲ 10 5 ▲ 9 ▲ 15 ▲ 30 ▲ 12
2022年 1〜3 〃 ▲ 18 ▲ 6 ▲ 8 ▲ 23 ▲ 42 ▲ 19

4〜6 〃 ▲ 4 ▲ 8 5 ▲ 13 ▲ 23 11
7〜9 〃 ▲ 15 ▲ 24 ▲ 9 ▲ 12 ▲ 17 ▲ 9

10〜12 〃 ▲ 9 ▲ 23 ▲ 4 ▲ 20 ▲ 13 4
2023年 1〜3 〃 1 ▲ 10 ▲ 9 15 13 5

4〜6 〃 0 ▲ 9 ▲ 14 9 9 10
7〜9 〃 ▲ 8 ▲ 15 ▲ 29 6 ▲ 11 8

10〜12 〃 ▲ 10 ▲ 6 ▲ 37 2 ▲ 13 ▲ 2
2024年 1〜3 〃 ▲ 5 ▲ 7 ▲ 18 ▲ 7 13 ▲ 9

4〜6 〃 ▲ 5 ▲ 10 ▲ 2 ▲ 4 ▲ 10 0
7〜9 〃 ▲ 12 ▲ 29 ▲ 4 ▲ 14 12 ▲ 8

10〜12 〃 ▲ 9 ▲ 23 ▲ 3 ▲ 9 ▲ 5 0
2025年 1〜3 〃 ▲ 15 ▲ 30 ▲ 6 ▲ 10 ▲ 2 ▲ 13

4〜6 〃 ▲ 14 ▲ 20 ▲ 6 ▲ 10 ▲ 16 ▲ 11
7〜9 〃 ▲ 12 ▲ 12 ▲ 9 ▲ 15 ▲ 5 ▲ 17

10〜12 〃 ▲ 17 ▲ 16 ▲ 11 ▲ 17 ▲ 18 ▲ 19
2026年 1〜3 〃 ▲ 11 ▲ 14 ▲ 11 ▲ 16 ▲ 11 ▲ 5

4〜6 月期見通し ▲ 20 ▲ 24 ▲ 11 ▲ 7 ▲ 25 ▲ 23
(注)Ｄ.Ｉ.＝「好転」−「悪化」
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資金繰りＤ.Ｉ.の推移
全 産 業 製 造 業 建 設 業 卸 売 業 小 売 業 その他産業

2015年 1〜3 月期 ▲ 5 ▲ 6   2 ▲ 2 ▲ 9 ▲ 7
4〜6 〃 ▲ 5 ▲ 10 0 ▲ 3 ▲ 11 ▲ 2
7〜9 〃 ▲ 5 ▲ 13 3 2 ▲ 11 0

10〜12 〃 ▲ 7 ▲ 15 ▲ 4 3 ▲ 10 ▲ 7
2016年 1〜3 〃 ▲ 3 ▲ 7 ▲ 4 ▲ 2 ▲ 11   1

4〜6 〃 ▲ 5 ▲ 7 8 5 ▲ 12 ▲ 12
7〜9 〃 0 0 7 3 ▲ 4 ▲ 2

10〜12 〃 ▲ 2 ▲ 5 4 2 ▲ 8 ▲ 1
2017年 1〜3 〃 ▲ 1 2 4 0 ▲ 3 ▲ 3

4〜6 〃 1 ▲ 1 20 5 ▲ 6 ▲ 3
7〜9 〃 0 ▲ 2 10 ▲ 4 ▲ 2 ▲ 1

10〜12 〃 1 3 0 ▲ 7 ▲ 4 4
2018年 1〜3 〃 2 1 7 0 0 0

4〜6 〃 0 3 11 ▲ 7 ▲ 1 ▲ 6
7〜9 〃 ▲ 2 ▲ 5 5 3 ▲ 2 ▲ 3

10〜12 〃 ▲ 3 ▲ 9 11 0 ▲ 2 ▲ 6
2019年 1〜3 〃 ▲ 4 ▲ 6 2 ▲ 2 1 ▲ 8

4〜6 〃 ▲ 4 ▲ 4 ▲ 2 ▲ 2 ▲ 12 ▲ 1
7〜9 〃 ▲ 5 ▲ 10 0 ▲ 5 ▲ 11 2

10〜12 〃 ▲ 3 ▲ 2 ▲ 6 ▲ 8 ▲ 15 6
2020年 1〜3 〃 ▲ 18 ▲ 17 ▲ 10 ▲ 5 ▲ 24 ▲ 23

4〜6 〃 ▲ 21 ▲ 26 6 ▲ 15 ▲ 21 ▲ 34
7〜9 〃 ▲ 17 ▲ 20 ▲ 2 ▲ 16 ▲ 7 ▲ 28

10〜12 〃 ▲ 13 ▲ 14 0 ▲ 16 ▲ 3 ▲ 25
2021年 1〜3 〃 ▲ 16 ▲ 14 ▲ 5 ▲ 9 ▲ 11 ▲ 28

4〜6 〃 ▲ 11 ▲ 9 7 ▲ 3 ▲ 12 ▲ 22
7〜9 〃 ▲ 14 ▲ 11 3 ▲ 3 ▲ 18 ▲ 28

10〜12 〃 ▲ 12 ▲ 11 ▲ 7 ▲ 16 ▲ 10 ▲ 18
2022年 1〜3 〃 ▲ 11 ▲ 7 ▲ 5 ▲ 15 ▲ 16 ▲ 19

4〜6 〃 ▲ 8 ▲ 16 2 ▲ 4 ▲ 7 ▲ 11
7〜9 〃 ▲ 16 ▲ 17 ▲ 12 ▲ 22 ▲ 11 ▲ 21

10〜12 〃 ▲ 14 ▲ 18 0 ▲ 7 ▲ 17 ▲ 18
2023年 1〜3 〃 ▲ 11 ▲ 18 ▲ 9 ▲ 12 ▲ 7 ▲ 6

4〜6 〃 ▲ 10 ▲ 15 ▲ 9 ▲ 3 ▲ 12 ▲ 8
7〜9 〃 ▲ 14 ▲ 17 ▲ 9 ▲ 6 ▲ 17 ▲ 14

10〜12 〃 ▲ 13 ▲ 13 0 ▲ 17 ▲ 22 ▲ 10
2024年 1〜3 〃 ▲ 9 ▲ 17 ▲ 5 ▲ 4 ▲ 12 ▲ 5

4〜6 〃 ▲ 10 ▲ 17 5 ▲ 13 ▲ 18 ▲ 7
7〜9 〃 ▲ 14 ▲ 21 ▲ 9 ▲ 4 ▲ 7 ▲ 15

10〜12 〃 ▲ 13 ▲ 15 ▲ 9 ▲ 16 ▲ 14 ▲ 11
2025年 1〜3 〃 ▲ 12 ▲ 16 ▲ 9 ▲ 4 ▲ 22 ▲ 9

4〜6 〃 ▲ 9 ▲ 15 0 ▲ 10 ▲ 9 ▲ 10
7〜9 〃 ▲ 12 ▲ 12 ▲ 6 ▲ 10 ▲ 11 ▲ 16

10〜12 〃 ▲ 12 ▲ 17 ▲ 8 ▲ 16 ▲ 5 ▲ 13
2026年 1〜3 〃 ▲ 12 ▲ 15 ▲ 8 ▲ 13 ▲ 11 ▲ 11

4〜6 月期見通し ▲ 14 ▲ 21 ▲ 2 ▲ 16 ▲ 14 ▲ 11
(注)Ｄ.Ｉ.＝「楽」−「窮屈」
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全 産 業 製 造 業 建 設 業 卸 売 業 小 売 業 その他産業
2015年 1〜3 月期 ▲ 26 ▲ 17 ▲ 37 ▲ 12 ▲ 26 ▲ 37

4〜6 〃 ▲ 22 ▲ 16 ▲ 30 ▲ 10 ▲ 31 ▲ 23
7〜9 〃 ▲ 23 ▲ 14 ▲ 35 ▲ 3 ▲ 25 ▲ 30

10〜12 〃 ▲ 27 ▲ 15 ▲ 43 ▲ 12 ▲ 28 ▲ 38
2016年 1〜3 〃 ▲ 25 ▲ 10 ▲ 44 ▲ 10 ▲ 23 ▲ 37

4〜6 〃 ▲ 18 ▲ 1 ▲ 23 ▲ 7 ▲ 34 ▲ 27
7〜9 〃 ▲ 29 ▲ 24 ▲ 42 ▲ 9 ▲ 30 ▲ 36

10〜12 〃 ▲ 36 ▲ 33 ▲ 47 ▲ 10 ▲ 32 ▲ 41
2017年 1〜3 〃 ▲ 39 ▲ 28 ▲ 53 ▲ 22 ▲ 35 ▲ 49

4〜6 〃 ▲ 36 ▲ 31 ▲ 47 ▲ 8 ▲ 36 ▲ 46
7〜9 〃 ▲ 39 ▲ 34 ▲ 56 ▲ 14 ▲ 41 ▲ 45

10〜12 〃 ▲ 44 ▲ 42 ▲ 64 ▲ 15 ▲ 48 ▲ 46
2018年 1〜3 〃 ▲ 45 ▲ 42 ▲ 51 ▲ 23 ▲ 59 ▲ 49

4〜6 〃 ▲ 42 ▲ 40 ▲ 49 ▲ 35 ▲ 47 ▲ 39
7〜9 〃 ▲ 42 ▲ 38 ▲ 56 ▲ 34 ▲ 51 ▲ 37

10〜12 〃 ▲ 45 ▲ 34 ▲ 60 ▲ 37 ▲ 53 ▲ 48
2019年 1〜3 〃 ▲ 42 ▲ 26 ▲ 53 ▲ 38 ▲ 56 ▲ 48

4〜6 〃 ▲ 37 ▲ 23 ▲ 42 ▲ 33 ▲ 51 ▲ 42
7〜9 〃 ▲ 43 ▲ 35 ▲ 56 ▲ 28 ▲ 55 ▲ 47

10〜12 〃 ▲ 45 ▲ 37 ▲ 47 ▲ 35 ▲ 53 ▲ 48
2020年 1〜3 〃 ▲ 40 ▲ 33 ▲ 53 ▲ 30 ▲ 50 ▲ 39

4〜6 〃 ▲ 12 2 ▲ 32 ▲ 20 ▲ 27 ▲ 5
7〜9 〃 ▲ 15 ▲ 5 ▲ 47 ▲ 9 ▲ 30 ▲ 5

10〜12 〃 ▲ 31 ▲ 16 ▲ 56 ▲ 19 ▲ 42 ▲ 30
2021年 1〜3 〃 ▲ 23 ▲ 11 ▲ 53 ▲ 32 ▲ 46 ▲ 34

4〜6 〃 ▲ 26 ▲ 21 ▲ 47 ▲ 18 ▲ 33 ▲ 18
7〜9 〃 ▲ 25 ▲ 19 ▲ 43 ▲ 25 ▲ 33 ▲ 17

10〜12 〃 ▲ 43 ▲ 42 ▲ 46 ▲ 35 ▲ 48 ▲ 44
2022年 1〜3 〃 ▲ 43 ▲ 38 ▲ 39 ▲ 44 ▲ 54 ▲ 41

4〜6 〃 ▲ 38 ▲ 30 ▲ 43 ▲ 39 ▲ 42 ▲ 40
7〜9 〃 ▲ 46 ▲ 43 ▲ 47 ▲ 28 ▲ 56 ▲ 50

10〜12 〃 ▲ 50 ▲ 44 ▲ 63 ▲ 28 ▲ 53 ▲ 55
2023年 1〜3 〃 ▲ 48 ▲ 41 ▲ 56 ▲ 39 ▲ 57 ▲ 54

4〜6 〃 ▲ 48 ▲ 42 ▲ 55 ▲ 46 ▲ 49 ▲ 52
7〜9 〃 ▲ 49 ▲ 42 ▲ 63 ▲ 42 ▲ 47 ▲ 55

10〜12 〃 ▲ 52 ▲ 43 ▲ 57 ▲ 49 ▲ 57 ▲ 58
2024年 1〜3 〃 ▲ 49 ▲ 39 ▲ 51 ▲ 45 ▲ 51 ▲ 59

4〜6 〃 ▲ 46 ▲ 35 ▲ 53 ▲ 36 ▲ 52 ▲ 56
7〜9 〃 ▲ 46 ▲ 40 ▲ 43 ▲ 39 ▲ 52 ▲ 53

10〜12 〃 ▲ 51 ▲ 42 ▲ 50 ▲ 41 ▲ 51 ▲ 63
2025年 1〜3 〃 ▲ 51 ▲ 42 ▲ 60 ▲ 32 ▲ 63 ▲ 55

4〜6 〃 ▲ 45 ▲ 32 ▲ 51 ▲ 40 ▲ 59 ▲ 51
7〜9 〃 ▲ 49 ▲ 41 ▲ 51 ▲ 41 ▲ 53 ▲ 59

10〜12 〃 ▲ 48 ▲ 33 ▲ 55 ▲ 45 ▲ 46 ▲ 62
2026年 1〜3 〃 ▲ 49 ▲ 37 ▲ 59 ▲ 38 ▲ 48 ▲ 57

4〜6 月期見通し ▲ 48 ▲ 35 ▲ 53 ▲ 42 ▲ 48 ▲ 59
(注)Ｄ.Ｉ.＝「過剰」−「不足」

雇用人員Ｄ.Ｉ.の推移
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単位：％
全 産 業 製 造 業 建 設 業 卸 売 業 小 売 業 その他産業

2015年 1〜3 月期 33 40 28 21 26 39
4〜6 〃 34 38 25 26 29 41
7〜9 〃 34 37 18 15 39 44

10〜12 〃 36 39 28 26 38 42
2016年 1〜3 〃 37 42 23 32 43 40

4〜6 〃 35 41 28 23 28 41
7〜9 〃 40 42 31 30 48 44

10〜12 〃 38 45 23 27 35 45
2017年 1〜3 〃 39 46 31 20 44 42

4〜6 〃 40 42 26 38 34 48
7〜9 〃 38 42 30 32 33 43

10〜12 〃 38 44 29 28 40 39
2018年 1〜3 〃 39 51 25 24 40 39

4〜6 〃 37 40 35 32 38 37
7〜9 〃 36 39 30 24 41 39

10〜12 〃 39 49 35 21 37 40
2019年 1〜3 〃 38 46 29 20 35 44

4〜6 〃 36 36 29 28 35 42
7〜9 〃 39 49 22 28 32 46

10〜12 〃 37 46 29 22 32 41
2020年 1〜3 〃 38 38 28 28 24 48

4〜6 〃 30 33 30 24 25 31
7〜9 〃 34 38 19 21 36 39

10〜12 〃 34 42 22 28 29 38
2021年 1〜3 〃 34 33 34 21 37 38

4〜6 〃 35 38 33 30 30 38
7〜9 〃 36 43 29 20 33 40

10〜12 〃 35 39 15 34 32 41
2022年 1〜3 〃 34 44 20 29 24 38

4〜6 〃 36 40 24 26 27 44
7〜9 〃 34 38 25 41 32 34

10〜12 〃 31 36 22 26 32 33
2023年 1〜3 〃 36 38 33 24 37 39

4〜6 〃 35 41 30 26 33 37
7〜9 〃 34 36 20 33 36 38

10〜12 〃 33 36 22 29 39 34
2024年 1〜3 〃 36 34 16 26 44 44

4〜6 〃 37 41 23 32 38 41
7〜9 〃 39 45 28 24 40 42

10〜12 〃 33 38 22 19 37 36
2025年 1〜3 〃 35 37 25 26 44 37

4〜6 〃 34 42 26 20 30 36
7〜9 〃 38 42 31 25 30 44

10〜12 〃 33 42 25 19 30 34
2026年 1〜3 〃 33 45 20 17 34 35

4〜6 月期見通し 36 36 22 36 43 39

設備投資実施割合の推移
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意 見

民間企業の賃金改定とセットで社会保険料負担減や所得減税等を検討して頂きたい。

業況としては大きな変化はないが、原材料他経費が上がっており、今後の経費の見直しの機会としてとらえたい。

酒類業界について国内市場の縮小、材料費上昇、価格転嫁難、賃金上昇等コスト増で課題山積しており不安材料が
多い。
当社の業界は全体的に右肩下がり。賃金改定を行わないと人材の流出および確保に影響が出る。人材不足を補うた
めAI活用を積極的に進めてはいるが、まだまだ手探り状態が続いている。
中東情勢を背景として燃料価格の急上昇のみならず、確保すること自体に不安がある。物流を中心に国内経済全体
に対し大きな影響を及ぼす恐れがある。
賃金の上昇、原料価格の上昇に利益が圧迫されている。AIなどを活用して人件費削減を目指したいが、どこから導
入すべきかわかっていない。

賃金改正は物価高騰の影響で致し方ない部分と中小企業と大企業の賃金格差を国に検討して決めてもらいたい部分
がある。AI活用については、効率性の部分では有効であるが、将来マイナスな部分が出る可能性が否めない。

生成AIについて興味があり、会社の業務に取り入れていきたいと思っている。

木材 住宅建築が減少しているので、経営環境としては厳しい。

窯業・土石
原材料価格の上昇により、販売価格を引き上げているが、公共工事の発注も少なく厳しい状況である。賃金の引き
上げをしなければ従業員の確保は難しい。

機械・金属
生産品目が輸出メインのため、ホルムズ海峡封鎖の影響が大きく出そう。また長引けば業績悪化の懸念も発生す
る。

その他製造業 AI活用を社内で推進する人材の不足を感じる。

土木
県外大手企業の賃金上昇により人材が県外に流れ、地方企業の優秀な人材確保は難しい。AIを活用した業務効率化
は不可欠だと感じる。

建築 部門でDXを立ち上げて積極的に取り組んでいる。

その他建設業

最低賃金の上昇に伴い、最低賃金額を月給とした正社員が中小企業では増えていると、鹿児島の求人を見ていると
感じ取れる。結果として自分時間を持てて、責任の少ないパート・アルバイトでも同額なのであれば、パート・ア
ルバイトを希望する人が増えていくと考える。最低賃金に対応できず閉業する企業があればむしろ良いが、最低賃
金で経営している企業が多い都道府県の人たちの仕事に対する気力が失われていくのが残念だ。

卸
売
業

食料品
いつまで賃金上昇が続くのか、国のある程度の目標額をきちんと設定するとともに、現実化する政策を考えて欲し
い。

自動車 新卒者の人材確保が厳しい状況が続いている。

ウクライナ・イランなどの国際情勢の不安定化に伴い、一部商品の販売に影響が出ている。

地政学リスク増大による国内経済の不安定要素が、どこまで自社の業績に影響するのか、やや不安である。

旅館・ホテル 今後AIの活用は必須である。AI人材の育成やルール作りが急務。

運輸・通信 雇用人口の減少を考えるとAI活用で補える分は転嫁すべきだが、どういった部分を転嫁すべきなのか検討が必要。

物価上昇（仕入れ）に対して、売り上げを上昇させる為に値上げを行っているが、固定費も上昇傾向にあり、売り
上げは上がっているが、利益は残らない状況。売り上げの半分、もしくはそれ以上がキャッシュレス決済の為、入
金までにタイムラグが発生し、支払いが苦しい。

アメリカのイラン侵攻、ホルムズ海峡封鎖による燃油高騰による、航空運賃の見通しが立たない。利用客への影響
が懸念される。

物価上昇に対する手当の増額による賃金改定を行うなど人手確保に資金を投入することが増えている。そのため販
売価格を上げるなど粗利の見直しを常に行っているが、人件費の増加に追いついていない状況である。

今後さらなる最低賃金上昇や物価の高騰等、先々の事を考えると少し不安である。

今年度の最低賃金改定幅がどの程度上昇するか非常に気掛かりである。

自治体関連のコンペが増えたが、県外の大手の参入により作業が煩雑な割には落札価格が低くて、採用されても赤
字となる状況が続いている。

農林水産 ＡＩ農業分野での活用事例が少なく情報が乏しい。

 

最近の業況、賃金改定、AI活用などに関する主な意見
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